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協議第１号 

 

   協議会及び調整会議の公開に関する指針について 

 

 川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会及び調整会議の公開に関する指針を別紙のとお

り定める。 

 

 令和５年４月１４日提出 

 

川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会 

会長    飯 島 和 夫 

 



                             協議第１号 別紙 

川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会及び調整会議の公開に関する指針 

 

令和  年  月  日  

１ 目的 

この指針は、川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会及び調整会議 （以下「協議会等」とい

う。） を公開することにより、その審議の状況を住民に明らかにし、会議の運営の透明性、

公正性を確保するとともに、行政に対する住民の理解と信頼を深め、もって開かれた行政の

推進に寄与することを目的とする。 

 

２ 会議の公開 

協議会等は、次に掲げる場合を除き、公開するものとする。 

(1) 当該会議において、川島町情報公開条例（平成１３年川島町条例第１３号）第８条第

１号から第７号に関し審議する場合 

(2) 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的

が達成されないと認められる場合 

(3) その他 出席者が非公開と認める場合 

 

３ 公開又は非公開の決定 

前項に規定する「会議の公開」における(1)から(3)については、協議会等に諮って公開又

は非公開の決定を行うものとする。 

 

４ 公開の方法等 

(1)  協議会等は、会場に傍聴席を設け、希望する者に傍聴を認めることにより行うもの

とする。 

(2)  協議会等は、会議を公開するに当たっては、会議が公正かつ円滑に行われるよう傍

聴に係る遵守事項を定め、会議開催中における会場の秩序維持に努めるものとする。 

(3)  協議会等は、傍聴者に対し会議資料（非公開情報が記載されているものを除く。）の

配布又は閲覧に努めるものとする。 

 

５ 会議録の作成及び公表 

協議会等は、会議録を作成し、公開した会議の会議録及び会議資料は公表するものとする。 

 

 



令和５年３月２７日 川島町長決裁 

令和５年３月２７日 桶川市長決裁 

 

川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会規約 

 

（協議会の設置） 

第１条 川島町と桶川市（以下「両市町」という。）は、川島町・桶川市ごみ処理の広域

化に関する協定書に基づき、ごみ処理の広域化について協議するため、協議会を設置

する。 

（協議会の名称） 

第２条 協議会は、川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会（以下「協議会」という。）と

いう。 

（所掌事務） 

第３条 協議会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

(1) 事業の実施主体に関すること 

(2) 川島町内に建設予定のごみ処理施設の整備及びこれに付帯すること 

(3) ごみ処理基本計画、施設整備基本構想、循環型社会形成推進地域計画の策定に関

すること 

(4) その他必要と認める行為 

（組織） 

第４条 協議会は、川島町長及び桶川市長を委員として組織する。 

（会長） 

第５条 協議会に、会長を置く。 

２ 会長は、ごみ処理施設の建設候補地の長をもってこれに充てる。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるとき、又は欠けたときは、他の委員がその職務を代理する。  

（会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。 

２ 委員に事故があるとき、又は欠けたときは、委員があらかじめ指名する者がその職

務を代理する。 
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３ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の出席を求めて意見若しくは説明を

聴き、又は必要な資料の提供を求めることができる。 

（調整会議） 

第７条 協議会の協議事項について審議し調整するため、協議会に調整会議を置く。 

２ 調整会議は、両市町のそれぞれの長が指定した当該市町の職員をもって組織する。 

３ 調整会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見を聴き、又は

必要な資料の提供を求めることができる。 

（事務局） 

第８条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 協議会の事務局は、川島町役場内に置く。 

３ 事務局の事務に従事する職員は、両市町のそれぞれの長が指定した当該市町の職員

を充てる。 

４ 前項の職員のうち、桶川市の職員は、川島町に研修派遣するものとし、勤務条件等

は別に定める。 

（経費） 

第９条 協議会に要する経費は、両市町が負担するものとし、当該負担すべき額は１０

０分の５０が均等割、１００分の５０が人口割とする。この場合において、人口割の

経費については、予算の属する年度の前年度の４月１日現在の住民基本台帳人口をも

って算出する。 

（協議会の解散） 

第１０条 協議会は、事業の実施主体が確定した後に、委員の決議をもって解散する。

協議会解散後は、その事務を当該実施主体に引継ぐものとする。 

（その他） 

第１１条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、委員が協議して

定めるものとする。 

 

   附 則 

 この規約は、令和５年４月１日から施行する。 



これまでの経過及び
整理事項
第１回川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会

令和５年４月１４日（金）
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ごみ処理広域化協議の経過
令和４年 １月１１日
川島町 桶川市 東松山市ごみ処理の
広域化に関する基本合意書 締結

令和４年 ２月 ７日 第１回調整会議
・ごみ処理の広域化の推進に関する
調整会議について

令和４年 ３月 ５日 第２回調整会議
・第１回調整会議の振り返り
・今後のスケジュールについて

令和４年 ３月２９日 第３回調整会議
・ごみ処理施設視察
浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設
町田市バイオエネルギーセンター

令和４年 ５月１９日 第４回調整会議
・調整会議の協議事項について
・協議会のあり方について

令和４年 ８月 ４日 第５回調整会議
・調整会議において協議する事項について
スケジュールについて
協議会事務局体制及び組織体制について
協議会の負担割合について
協議会規約（案）について

令和４年 ８月１８日 川島町政策会議
建設候補地を三保谷宿南に選定

令和４年１１月１７日 第６回調整会議
・協議会の負担割合について
・調整会議において協議した結果について

令和５年 １月２５日 東松山市から
「３市町によるごみ処理広域化について（通知）」
協議会への参画を断念

令和５年 ２月 ２日 第７回調整会議
・調整会議について
基本合意書は無効とし、調整会議も終了とした。

令和５年 ２月 ２日 緊急会議
・広域の枠組みの見直しについて
・協議会設置に向けた整理事項について

令和５年 ２月１５日
「川島町・桶川市ごみ処理の広域化に関する協定書」締結

令和５年 ４月 １日
「川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会」を設置





ごみ処理施設建設候補地

川島町
三保谷宿南



協議会設置に向けた整理事項
（１）協議会の運営に関すること
⇒ごみ処理広域化協議会規約に反映

協議会は、川島町長及び桶川市長を委員とする。

１ 名称（第２条）
川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会とする。

２ 事務所の位置（第８条）

協議会の事務所の位置は川島町役場内とする。

３ 予算の整理（第９条）

協議会予算を作成し、負担割合は
均等割１００分の５０、人口割１００分の５０とする。

４ 組織（第４条）



協議会設置に向けた整理事項
（２）ごみ処理施設の整備・運営に関すること
１ 用地
ごみ処理施設の建設にあたっては、盛土による水害対策を行うとともに、災害時の搬入

路として建設候補地東側の堤防道路の利用が想定されることから、堤防高までの盛土を
優先して検討する。
造成方法は、国の機関との連携や、施設整備基本構想で最も効果的な手法を検討する。
搬入路は、近隣住民の意向や国、県との協議事項を踏まえ、施設整備基本構想策定時

に決定し、事業実施主体が整備する。
用地取得者は事業実施主体とし、用地の取得及び整備に関する費用は、本体施設整備

の負担割合と同率とする。
財源は、循環型社会形成推進交付金、一般廃棄物処理事業債を見込むが、その他の

特定財源も調査研究する。
事業用地として取得する面積は必要最小限とし、盛土により形成される法面面積や河川

法の規制による配置レイアウトの制限、塵芥収集車などによる渋滞緩和対策、災害廃棄
物仮置場の確保等を考慮し、施設整備基本構想策定時に検証し、確定する。



協議会設置に向けた整理事項
（２）ごみ処理施設の整備・運営に関すること

対象地域を三保谷宿及び山ケ谷戸とし、道水路等（水路は下流部も含む）とする。
現時点では地元との調整を行っており、費用総額、上限金額、期間、内容を具体的に示すことが困

難であるが、これらが際限なく拡大することがないよう、細部は協議会で協議する。
周辺環境整備に係る支弁方法は、事業実施主体が川島町に負担金を支出する。負担割合は本体

施設整備費と同率とする。

２ 本体施設

ごみ処理施設は、直接処理を行うことが効率的なごみを除き、全てのごみが処理可能な施設とする。
本体施設に係る建設費及び運営費の支弁方法は、負担割合に応じ、負担金を事業実施主体に納

付する。
建設費の負担割合は、人口割を基準とする。運営費の負担割合は、搬入量割を基準とし均等割を

組み合わせた割合を協議会で決定する。

４ 周辺環境整備

現段階では地元要望の集約ができているものではないが、地元説明会では付帯施設の設置は考え

ていないと説明していることから、余熱利用施設などは整備しない予定とする。

３ 付帯施設





議決：債務負担行為 議決：契約

議決：財産の取得

現段階での役割分担

※　高台避難所等は将来的に川島町が整備をするため、一部事務組合の事業から除外している。

川島町・桶川市の広域ごみ処理施設整備（施設建設まで）のイメージ（一部事務組合の場合） 会議資料２‐１

施設整備基本設計

・建設候補地選定

・ごみ処理業務の範囲検討

・余熱利用

令和４年度調整会議 協議会⇒一部事務組合の場合 施設整備基本計画

黒文字は組合が実施

・協議会設立準備

・組合設立

★ 基本合意書⇒解消 ★ ごみ処理基本計画

　 一般廃棄物処理施設設置の届出

　（生活環境影響調査報告書添付）

　 建築確認申請

★ 施設整備基本構想

※ 建築確認には都市計画決定が必須

※ 農地転用許可は不要

  都市計画決定

  農業振興地域の整備に関する法律に基づく

  農用地利用計画の変更

★ 基本合意書に代わるものとして

 施設建設

事業方式（公設公営、ＤＢＯなど）

　DBO（公設民営）=設計・施工・運営

ＰＦＩ導入可能性調査

★ システム（給与・財務会計）

★ 事務機器等（購入・リース）

土地鑑定

建物等調査

税事前協議

 　生活環境影響調査

（２００ｔ未満のため県条例による

　環境影響評価ではなくなる）

・整備方針

　決定＝面積、施設

　検討＝造成、処理方式など

事業者選定

要求水準書作成

（総合評価落札方式）

★ 組合例規整備委託

用地取得

★ 循環型社会形成推進地域計画
 （補助金を受けるために必要）

現地測量

現況調査

地質調査

現地調査

の地権者

同意書

・組合規約

・組合議会（速やかに開会）

・各市町議会（設立議案など）

赤文字は川島町中心で実施

緑文字は川島町と組合で共同実施

造成

（盛土など）

・付帯施設の有無【地元要望】

　（規模・負担の考え方）

・地元対策の有無【地元要望】

　（規模・負担の考え方） ・共同処理するごみの範囲

・協議会規約

・売電の有無（費用対効果） 組合議会

・ごみの分別・質・量の検討 事前協議

道路管理者、公安委員会（警察）、農林振

興センター、県都市計画課、東電など

・協議会費用負担割合 ・組合費用負担割合

　　⇒ 広域化の協定書

★ 協議会規約



　協議会スケジュール（２市町での一部事務組合設立の場合）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

★
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会

★
第
１
回
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議
会
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第
２
回
協
議
会

令　和　５　年　度 令　和　６　年　度

★
第
６
回
協
議
会

★
第
３
回
協
議
会

★
第
４
回
協
議
会

★
第
５
回
協
議
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立
　
関
　
係

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（

翌
年
も
同
様
）

◎
ふ
る
さ
と
創
造
資
金
事
前
申
請

◎
ふ
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さ
と
創
造
資
金
申
請
（

翌
年
も
同
様
）

★
第
７
回
協
議
会
（

解
散
）

施
　
設
　
整
　
備
　
関
　
係

会議資料２‐２

　
パ
ブ
コ
メ
の
実
施

【協議事項】

・協議会及び調整会議の公開

に関する指針について

・実施主体について

・施設整備基本構想等策定

業務について

【報告事項】

・協議会規約及びこれまでの

経過等

・協議会の事業計画について

・協議会組織及び予算について

・地元連絡会議について

・協議会設立

準備

・派遣準備

・委託業務発

注準備＆仕

様項目検討

・スケジュー

ル検討

・協議会翌年度予算

・組合規約、組織等

検討の経過報告

・共同処理するごみ

の種類

・施設構成

・共同で負担する

範囲、負担割合の

検討

・組合事業計画、予算

・組合規約、組織等確定

・共同で負担する範囲、

負担割合の確定

・各市町議案の調整

・組合議会・役職調整

各選出人数、会議規則、

申し合わせ事項

・施設整備基本構想等の

策定

・規約、協議書、設立申請

・組合事業計画、予算

・組合設立準備

・組合議会準備

・監査委員等の人選

・指定金融機関

・公平委員会

・組合職員派遣計画

・例規

・事務の引継ぎ

・清算事務

市
町
議
会
（
組
合
設
立
議
案
）

組
合
設
立
許
可
（
県
）

組
合
設
立
の
申
請
（
県
）

組
合
設
立
協
議
書
の
締
結

組
合
設
立

組
合
議
会

【初議会】

・専決処分の承認

条例、暫定予算等

・条例、本予算

（議員提案含む）

・監査委員選任

・公平委員会

・市町村総合事務組合
（派遣協定内容によっ

ては不要）

・ その他

公平委員会等の加入議案を議決し、県へ届出

（共同設置の構成全市町村、全組合で議決が必要）

【事実上の協議】⇒規約等の設立申請事前協議

・組合名称、共同処理する事務、所在地、議会、

組織、経費の支弁方法（負担割合等）など

・公平委員会の調整

市
町
議
会
（
組
合
議
員
選
出
）

・附属機関、委嘱委員の調整

・指定金融機関協議

・事務局組織、人事、組合議会構成（各市町議会調整）

・県職員派遣調整

・例規整備業務委託（条例、規則、要綱等）

・システム整備委託（財務会計、人事給与）

・事務所開設準備（ＯＡ機器、什器、設備工事）

・２市町の事項別担当者調整

議会、例規、人事、財務

・ごみ処理基本計画策定業務委託

・施設整備基本構想策定業務委託
◆基本構想で施設規模等の算出をする際にごみ処理基本計画が必要

◆３業務をひとつの業務として一括発注する

◆基本構想の中で浸水対策として、「ランプウェイ」、「盛土（方

法）」、「遮水壁」、「止水扉」、「搬入路」等を比較・検討す

る必要あり

◆上記の検討をする中で、用地の必要面積も算出する

◆発電、売電の可能性、費用対効果検証、交付金要件のエネルギー

回収率調査も行う

・循環型社会形成推進地域計画策定業務委託

◆ごみの減量目標等にごみ処理基本計画が必要

◆翌年度以降の交付金を受けるために必要

事前に協議、申請が必要

◆各市町での整備計画あれば記載

・施設整備基本計画策定

業務委託
◆浸水対策検証・決定

盛土、ランプウエイなど

◆処理方式の検証・決定

ストーカ、ガス化溶融など

◆事業方式検証・決定

公設公営、ＤＢＯなど

（
組
合
設
立
議
案
内
諾
）

市
町
議
会
全
員
協
議

６月市町議会

全員協議会

・基本構想の説明

事業費

スケジュールなど

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
契
約
の

準
備

地元地域へ

基本構想の説明
地元連絡会議との意見交換

地権者と協議開始

・施設整備

基本構想

（案）等

の確認



 
 

令和５年度協議会事業計画 

 

１ 方針 

 令和５年度は、今後のごみの広域処理を行う実施主体の決定及び実施主体

の設立に向けた事務の準備、施設整備基本構想を主とした施設の整備に向け

た諸計画の策定等の事務を行う。 

 

２ 事業 

（１）会議の開催 

 ①協議会 

   ４月  協議会及び調整会議の公開に関する指針について  

協議会規約及びこれまでの経過等 

       協議会の事業計画について 

       協議会組織及び予算について 

地元連絡会議について 

実施主体について 

施設整備基本構想等策定業務について  

  １０月  実施主体の規約、組織等の検討経過報告 

       共同処理するごみの種類及び施設構成  

       共同で負担する範囲及び負担割合の検討  

       協議会翌年度予算 

   １月  施設整備基本構想（案）等の確認 

   ３月  施設整備基本構想等の策定 

 

 ②調整会議 

  協議会の開催前に開催 

協議会の協議事項の調整、資料の確認を行う 

 

 ③担当者打合せ 

  月１回は協議会事務局の近況報告を行う  

  協議会・調整会議の開催にあわせて、適宜開催する  

  基本はごみ処理に関係する担当の打合せだが、内容によっては人事等  

担当の打合せも行う 

  

  

会議資料２‐３ 



 
 

（２）実施主体の検討 

  ４月 協議会で実施主体の決定⇒以後、実施主体の設立準備 

  ４月～９月 

実施主体の規約を作成するため、内容に沿って２市町と協議 

 ・共同処理するごみの範囲 

 ・負担割合の検討 

 ・議会の検討（一部事務組合のみ） 

 ・組織（内部・外部含む）の検討 

  １０月～３月 

      実施主体の規約に沿って２市町と協議  

       ・４月～９月まで協議・決定した事項の詳細の検討  

  

（３）計画の策定 

  ①ごみ処理基本計画及び施設整備基本構想（案）の策定 

   ６月～１月 

   ・協議会、地元連絡会議、関係機関との調整により内容を決定 

   ・令和６年度に策定する循環型社会形成推進地域計画の準備  

    （埼玉県資源循環推進課との協議） 

 

  ②パブリックコメントの実施 

   ２月 

 

  ③完成（パブリックコメントの結果を反映し、協議会へ諮る） 

   ３月 ⇒ 次回定例会で説明 

 



 

 

 

 

 

 

  

◆事務局職員５名（川島町２名、桶川市３名）

◆協議会の所掌事務

（１）事業の実施主体に関すること

（２）川島町内に建設予定のごみ処理施設の整備及びこれに付帯すること

（３）ごみ処理基本計画、施設整備基本構想、循環型社会形成推進地域計画の

　　　策定に関すること

（４）その他必要と認める行為

　協議会事務局体制

大沢室長

伊原課長

岡部主幹
（主に施設事務）

北原主査
（主に総務事務）

高柳主任
（主に総務事務）

鈴木主任
（主に施設事務）

川島町町民生活課

ごみ処理施設整備推進室

（ごみ処理広域化協議会事務局）

事　務　局

協議会、調整会議への協議事項の検討、資料作成

協議会構成及び協議会事務局の体制について

　協議会構成

（メンバー）
川島町長
桶川市長

協　議　会

（メンバー）
川島町副町長
桶川市副市長
関係部課長等

協議会で協議する事項について事前調整

ごみ処理広域化に関する事項について協議及び決定

調　整　会　議

会議資料３ 



 

 

（単位：千円）

予算額 予算額

11,000

40

15,736 345

川島町 5,548 240

桶川市 10,188 22,264

909

38

2,900

26,736 26,736

住民基本台帳人口

（R4.4.1現在）

19,281人 35.3%

74,691人 64.7%

93,972人 100.0%

川島町

桶川市

合計

桶川市 3,934 6,254 10,188

合計 7,868 7,868 15,736

構成

割合100分の50 100分の50

川島町 3,934 1,614 5,548

合計 合計

均等割 人口割 合計

施設整備基本構想策定業務委託

循環型社会形成推進地域計画

策定業務委託

使用料及び賃借料

工事請負費

備品購入費

役務費

委託料

ごみ処理基本計画策定委託

埼玉県ふるさと創造資金 ごみ処理広域化協議会事業

諸収入 旅費

ごみ処理広域化負担金 需用費

県支出金 衛生費

令和５年度　協議会歳入歳出予算

歳入 歳出

予算項目 予算項目



会議資料４‐１ 

 

 

新ごみ処理施設等の整備に伴う地元連絡会議 

 

名称 

三保谷宿・山ケ谷戸地区新ごみ処理施設等整備地元連絡会議 

 

目的 

地元連絡会議は、地域住民と町が情報共有及び意見交換を行い、双方の理解を

深めるとともに、地域環境の保全、地域住民の安全・安心の確保について協議

し、その協議内容を事業に反映させることを目的とする。 

 

地元連絡会議の委員（１７人） 

三保谷宿地区の住民  ８人 

山ケ谷戸地区の住民  ９人 

 

協議事項 

地元連絡会議は、次に掲げる事項について協議する。 

⑴ 新ごみ処理施設の整備に関すること。（令和５年度～） 

① 搬入路 

② 施設の配置 

③ 内部動線 

⑵ 新ごみ処理施設周辺の地域環境の保全に関すること。（令和５年度～） 

① 周辺の道路及び水路整備 

② 交通安全対策 

③ 付帯施設 

⑶ 公害防止対策に関すること。（令和７年度～） 

① 煙突の位置・高さ 

② 排ガス自主規制値 

③ 騒音・臭気等 

⑷ 高台避難場所に関すること。（令和５年度～） 

① 施設の内容や規模 

② 平時の利用方法 

⑸ その他必要な事項 

 

地元連絡会議の設置期間 

令和５年４月から事業が完了するまで 

 

会議の頻度 

２～３か月に一度、定期的に実施する。 



■地元連絡会議スケジュール

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

・
ご
み
処
理
施
設
整
備
推
進

　
室
挨
拶

・
地
元
連
絡
会
議
に
つ
い
て

・
施
設
整
備
基
本
構
想
受
注

　
業
者
紹
介

・
周
辺
環
境
整
備
等
に
つ
い
て

・
周
辺
環
境
整
備
等
の
調
整

・
施
設
整
備
基
本
構
想
の
素

　
案
の
提
示

・
周
辺
環
境
整
備
等
の
調
整

・
施
設
整
備
基
本
構
想
素
案

　
の
修
正

・
周
辺
環
境
整
備
等
の
調
整

・
施
設
整
備
基
本
構
想
案
の

　
提
示

ご

み

処

理

施

設

建

設

・
施
設
整
備
基
本
構
想

　
策
定
開
始

・
計
画
策
定
業
者
決
定

・
施
設
整
備
基
本

　
構
想
パ
ブ
リ
ッ
ク

　
コ
メ
ン
ト
実
施

・
施
設
整
備
基
本
構
想

　
策
定

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

・
周
辺
環
境
整
備
等
の

　
調
整

・
施
設
整
備
基
本
構
想

　
の
説
明

・
周
辺
環
境
整
備
等
の

　
調
整

ご

み

処

理

施

設

建

設

・
施
設
整
備
基
本
構

　
想
の
説
明
会

目安として、２～３か月に１回の頻度で地元連絡会議を開催するスケジュールとしておりますが、事業の進捗状況に併せて、適時開催する場合もあります。
地元連絡会議開催期間の間で、地元との調整をお願いします。
視察会は随時開催します。

令和６年 令和７年

令和５年 令和６年

地

元

連

絡

会

議

地

元

連

絡

会

議

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回

第６回 第７回 第８回 第９回

会議資料４-２



 
 

協議第２号 

 

   実施主体について 

 

 実施主体を一部事務組合とする。 

 

 令和５年４月１４日提出 

 

川島町・桶川市ごみ処理広域化協議会 

会長    飯 島 和 夫 

 



実施主体について 

 

◆実施主体の検討 

 全国の市町村でごみ処理に関しての広域行政の実施主体は、「一部事務組合」

が約７１％、「事務の委託」が約２４％、「広域連合」が約４％、「協議会」が

約１％となっており、「一部事務組合」と「事務の委託」が９割を占めている。 

 また、県内の状況は、市町村単独処理が５２％、「一部事務組合」が４４％、

「事務の委託」が４％となっており、その他の共同処理方式が活用されている事

例はなかった。 

これらのことから、「一部事務組合」と「事務の委託」を比較検討し、実施主

体を決定するものとする。 

 

一部事務組合 

〇メリット  組合議会を通じて構成団体の意向を反映できる  

       両市町が主体性をもってごみ処理事業に取り組むことができる  

〇デメリット 迅速な意思決定が難しい性質がある 

 

事務の委託 

〇特徴    小規模団体が大規模団体へ事務を委託することが一般的  

〇メリット  法人格を持つ組織の設置を要せず、仕組みが簡潔 

       受託団体に権限が一元化されるため、責任の所在が明確  

〇デメリット 受託団体に法令上の責任が帰属するため、委託団体の意向が反映  

されづらい 

 

 

◆実施主体の決定 

 川島町・桶川市のごみ処理の広域化については、両市町ともに最重要課題と位

置付けている。 

また、ごみ処理は両市町がその処理等について適正に実施する責務があり、ご

み処理の広域化により、効率的で質の高い住民サービスを提供するため、両市町

は主体性をもってごみ処理事業に取り組んでいる。 

そこで、ごみ処理の広域化にあたっては、両市町が主体性をもってごみ処理事

業に取り組むことが可能な仕組みを選択する必要がある。 

この点で、組合議会を通じて構成団体の意向を反映させることができ、両市町

が主体性をもってごみ処理事業に取り組むことができる「一部事務組合」が「事

務の委託」よりも適している。 

また、「一部事務組合」は、迅速な意思決定が難しいというデメリットがある

が、本事業は、１市１町の協議であるため迅速な意思決定が可能である。 

以上のことから、実施主体を「一部事務組合」とする。 

協議第２号 参考資料１  



【参考】 

表１ 共同処理の比較 

区分 一部事務組合 事務の委託 

組織 法人格をもち、議会議員、管理者及び

その他の職員で組織する。 

事務を受託した普通地方公共団体（以

下「受託団体」という。）の議会及び

執行機関が主体となる。  

条例 一部事務組合として条例、規則などを

定める。 

受託団体の条例、規則が効力を有す

る。 

権限 一部事務組合が共同処理するとされ

た事務は、構成団体から除外される。 

受託団体が当該事務を処理すること

で、委託団体が自ら当該事務を管理執

行した場合と同様の効果を生ずる。 

当該事務についての法令上の責任は、

受託団体に帰属する。 

議会 構成団体から選出された議員で議会

が構成されるため、構成団体全ての意

思が反映できる。 

受託団体の議会議決により、意思決定

を行う。委託団体の意思が反映されに

くい。 

経費負担 構成団体で按分負担する。負担割合は

規約に定める。構成団体は負担金とし

て支出する。 

委託団体が受託団体に対する委託費

として予算計上し、支弁の方法は協議

により規約で定めて契約する。 

問題点 組合設立にあたっては、構成団体の利

害調整を図り、不公平が起きないよう

にする必要がある。構成団体は、組合

事務に関し直接権限を行使できない。 

委託事務の権限が受託団体に移るた

め、委託団体は当該事務についての権

限を行使できない。 

 

 

 



◆市町村単独　２４施設（５２％）

市町村 事業方式 処理方式
処理能力
(t/日)

炉数
使用開始
年度

余熱利用 発電

1 ストーカ式 450 3 1995 場内温水、場内場外蒸気、発電 有

2 ストーカ式 300 3 1984 場内場外温水、場内蒸気、発電 有

3 ストーカ式 300 3 1993 場内場外温水、発電 有

4 シャフト式 380 2 2015 場内温水、発電 有

5 ストーカ式 140 2 1986 場内温水 無

6 流動床式 265 2 2010 場内場外温水、場内蒸気、発電 有

西棟（4号炉） ストーカ式 150 1 1989 場内温水、場内蒸気、発電 有
西棟（3号炉） ストーカ式 150 1 1993 場内温水、場内蒸気、発電 有

8 流動床式 420 3 2002 場内温水、発電 有

9 流動床式 147 2 1989 場内温水 無

10 ストーカ式 230 2 2003 場内温水、場内蒸気、発電 有

11 飯能市 単独 ストーカ式 80 2 2017 発電 有

12 ストーカ式 216 2 1998 場内温水、場外温水 無

13 ストーカ式 40 2 1990 場内温水 無

14 東松山市 単独 ストーカ式 180 2 1977 なし 無

15 春日部市 単独 ストーカ式 399 3 1994 場内温水、場内蒸気、発電 有

16 狭山市 単独 ストーカ式 165 3 1996 場内温水、場内場外蒸気 無

17 羽生市 単独 ストーカ式 80 2 1983 なし 無

18 上尾市 単独 ストーカ式 300 3 1997 場内場外温水、場内蒸気、発電 有

19 入間市 単独 流動床式 150 3 1996 場内温水、場外温水 無

20 朝霞市 単独 ストーカ式 120 2 1995 なし 無

21 和光市 単独 ストーカ式 120 2 1990 場内温水 無

22 坂戸市 単独 ストーカ式 80 2 1994 場内温水、発電、場外蒸気 有

23 伊奈町 単独 流動床式 60 2 1989 なし 無

24 川島町 単独 ストーカ式 40 2 1979 なし 無

　　　　　　　　　　　　　　　　県内の施設整備状況（事業方式別） 協議第２号　参考資料２

施設名

単独

単独

単独

単独

単独

伊奈町クリーンセンター

川島町環境センター
ごみ処理施設

さいたま市

川越市
川越市資源化センター

熱回収施設

川越市東清掃センター
焼却施設

さいたま市
桜環境センター

さいたま市
西部環境センター

さいたま市
東部環境センター

さいたま市クリーンセンター
大崎第二工場

上尾市西貝塚環境センター

入間市総合クリーンセンター

川口市

所沢市西部クリーンセンター
ごみ焼却施設

所沢市東部クリーンセンター
ごみ焼却施設

所沢市

坂戸市西清掃センター

和光市清掃センター

7

飯能市クリーンセンター

大利根クリーンセンター
ごみ焼却施設

加須クリーンセンター
ごみ焼却施設

加須市

川口市戸塚
環境センター

川口市朝日環境センター

東松山市クリーンセンター

豊野環境衛生センター

狭山市稲荷山センター

羽生清掃センター

朝霞市クリーンセンター



◆事務の委託　２施設（４％）

市町村 事業方式 処理方式
処理能力
(t/日)

炉数
使用開始
年度

余熱利用 発電

1 ふじみ野市
事務の委託
（三芳町）

ストーカ式 142 2 2016 場内温水、発電 有

2 杉戸町
事務の委託
（幸手市）

流動床式 84 2 1996 場内温水、場外温水 無

◆一部事務組合　２０施設（４４％）

市町村 事業方式 処理方式
処理能力
(t/日)

炉数
使用開始
年度

余熱利用 発電

1 蓮田白岡衛生組合 組合 ストーカ式 270 3 1994 場内温水 無

（１号炉） ストーカ式 75 1 1975 場内温水 無
（２号炉） ストーカ式 75 1 1980 場内温水 無

3 ストーカ式 30 2 1989 場内温水 無

4 流動床式 105 2 1988 なし 無

5 ストーカ式 180 2 1986 場内温水 無
6 ストーカ式 90 1 1979 場内温水 無
7 ストーカ式 90 1 1994 場内温水、場内蒸気 無

8
小川地区衛生組合

（小川町・嵐山町・滑川町・ときがわ町・
東秩父村）

組合 ストーカ式 62 2 1976 なし 無

9 ストーカ式 800 4 1995 場内場外温水、発電 有

10 シャフト式 297 2 2016 場内場外温水、発電 有

11
蕨戸田衛生
センター組合

組合 流動床式 270 3 1992 場内温水、場内蒸気、発電 有

12
彩北広域清掃組合
（鴻巣市・行田市）

組合 ストーカ式 204 2 1984 なし 無

13
秩父広域市町村圏組合

（秩父市・横瀬町・皆野町・長瀞町・小鹿
野町）

組合 ストーカ式 150 2 1997 場内温水、場内蒸気、発電 有

14
児玉郡市広域市町村圏組合

（本庄市・美里町・神川町・上里町）
組合 ストーカ式 228 3 2000 場内場外温水、発電 有

15
埼玉西部環境保全組合

（鶴ヶ島市・毛呂山町・鳩山町・越生町）
組合 流動床式 270 3 1995 場内温水 無

16 ストーカ式 140 2 1980 場内温水、場外温水 無
17 ストーカ式 180 2 1989 場内温水 無
18 ストーカ式 120 2 1992 場内温水 無
19 ストーカ式 100 2 1979 場内温水、場外温水 無

20
埼玉中部環境保全組合

（鴻巣市・北本市・吉見町）
組合 ストーカ式 240 3 1984 場内温水、場内場外蒸気 無

組合

組合

江南清掃センター

ふじみ野市・三芳町環境センター

杉戸町環境センター

蓮田白岡衛生組合
ごみ焼却施設

富士見環境センター
新座環境センター東工場
新座環境センター西工場

久喜宮代
清掃センター

菖蒲清掃センター焼却施設

八甫清掃センター
ごみ焼却施設

埼玉中部環境センター

第一工場ごみ焼却施設東埼玉資源環境組合
(越谷市・草加市・吉川市・八潮市・三郷

市・松伏町) 第二工場ごみ焼却施設

蕨戸田衛生センター
ごみ処理施設

小針クリーンセンター

秩父クリーンセンター

小山川クリーンセンター

大里広域市町村圏組合
（熊谷市・深谷市・寄居町）

組合

組合

高倉クリーンセンター

熊谷衛生センター第一工場
熊谷衛生センター第二工場

深谷清掃センター

施設名

施設名

小川地区衛生組合
ごみ焼却場

志木地区衛生組合
(志木市・新座市・富士見市)

2

久喜宮代衛生組合
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   施設整備基本構想等策定業務について 
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協議第３号 参考資料 

 
 

施設整備基本構想等策定業務 

 

１ 業務内容 

ごみ処理基本計画、施設整備基本構想及び循環型社会形成推進地域計画の策定並びに

ごみ処理広域化協議会及び地元連絡会議等の運営支援を行う業務 

（１）ごみ処理基本計画の策定 

ごみの発生抑制及びごみの排出から最終処分に至るまでの適正処理を進めるために 

必要な基本的事項を定める。また、施設規模等を算出するためにごみ量の将来推計 

を行う。 

（２）施設整備基本構想の策定 

基本計画で整理した事項を基に、最適なごみ処理体系、造成、施設配置及び整備ス 

ケジュール等を検討し、概算事業費の算出を行う。 

施設整備基本構想の策定にあたっては地元連絡会議と意見交換を行う。 

（３）循環型社会形成推進地域計画の策定 

ごみ処理の現状について把握するとともに、ごみ減量化を含め、循環型社会形成の 

ため、目標年次における排出量を定める。また、ごみ処理施設整備を実施するため 

の計画を策定することにより、循環型社会形成推進交付金事業として開始する。 

（４）ごみ処理広域化協議会及び地元連絡会議等の運営支援 

ごみ処理広域化協議会、地元連絡会議等の運営や資料作成等に係る支援を実施する。 

 

２ 予算規模 

２７，４３４，０００円（債務負担行為で２か年事業） 

令和５年度 ２２，２６４，０００円 

令和６年度  ５，１７０，０００円 

 

３ 契約期間及び業務内容 

（１）期 間  令和５年６月下旬～令和７年３月２８日（予定） 

（２）業務内容 

令和５年度 ごみ処理基本計画及び施設整備基本構想の策定 

ごみ処理広域化協議会等の運営支援 

令和６年度 循環型社会形成推進地域計画の策定 

ごみ処理広域化協議会等の運営支援 

  



 

 

 

４ 発注方式 

（１）発注方式 

公募型プロポーザル方式 

理由：当該業務は、技術的に高度で専門的な知識が要求される業務である。 

このことから、各業者から企画提案書を提出させ、評価基準に照らして 

評価を行うことにより、質の高い成果が見込まれるため。 

（２）プロポーザル審査委員会 

審査委員は７名で組織し、委員長は川島町副町長、委員は川島町は政策推進課長、町

民生活課長、まち整備課長、桶川市は企画調整課長、環境対策推進課長、建築課長で構

成する。 

 

５ スケジュール（予定） 

（１）発注までのスケジュール 

①公 表：令和５年４月１９日 

②参 加 表 明 書 の 締 切 日：令和５年５月 ８日 

③第 １ 次 審 査：令和５年５月１１日 

④企 画 提 案 書 等 の 提 出 期 限：令和５年６月 ２日 

⑤第 ２ 次 審 査：令和５年６月２１日 

⑥審 査 結 果 の 通 知：令和５年６月２２日 

⑦契 約 締 結：令和５年６月下旬 

（２）パブリックコメント 

時期  令和６年２月 

（３）策定時期 

   ①ごみ処理基本計画       令和６年３月 

   ②施設整備基本構想       令和６年３月 

   ③循環型社会形成推進地域計画  令和６年９月 


